
　

1

2

　受注者は、計画書及び確認結果票を公衆の見やすい場所に掲示（デジタルサイ
ネージによる掲示も可）すること。

（５）　受注者は、計画書・確認結果票・確認フロー・実施書を工事完成日から５年間
保存すること。

令和8年7月1日

公共建設発生土処理に係る特記仕様書

　　厚木市が発注する工事から発生する建設発生土については、下記により処理すること。

（１）

　受注者は、自ら選定した仮置場に建設発生土を搬入する場合は、事前に別紙
「様式１」により確認届を提出すること。

　受注者は、「資源の有効な利用の促進に関する法律」に基づく再生資源利用促
進計画書（以下、「計画書」という。）及び、再生資源利用促進実施書(以下、
「実施書」という。）を提出すること。

（２）　建設発生土を工事現場から搬出する建設工事を施工する場合、受注者は様式３
の土壌汚染対策法等手続の確認フロー（以下、「確認フロー」という。）及び様
式４の確認結果票（以下、「確認結果票」という。）を基に、確認結果票に工事
名等を記載し、監督員へ提出すること。

（３）　受注者は、計画書及び確認結果票を施工計画書に添付するとともに、監督員に
提出して説明すること。また、建設発生土を運搬する者に計画書及び確認結果票
を通知し、監督員が求めた場合は通知結果を提示すること。

（４）

（６）　受注者は、建設発生土を計画書に記載した搬出先に搬出した場合、搬出先の管
理者に対し、受領書（別紙「参考様式」）の交付を求めること。
　また、交付を受けた場合は、計画書に記載した内容と一致するか確認するとと
もに当該受領書又は写しを工事完成日から５年間保存すること。
　なお、監督員が求めた場合は提示すること



年 月 日

様

決裁区分 課　長 係　長

Ｅ

係　　　　　　　員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

監督員：　　　　　　　　

・各法令担当機関への確認結果[農地法・森林法・市町村条例・その他（　　　　　　）]

・現地調査結果（調査年月日：　　　年　月　日）

地山土量  ・  運搬距離

受入料金  ・  搬入期間 （税別）　　　　　円／㎥  ・  Ｒ  .  .  ～Ｒ  .  .

備　考・　運搬経路図及び受入地・仮置場の行為範囲を明示した明細地図、許可証の写し、現況写真
　　　　（搬入前）を添付する。
　　　・　搬入完了後の、監督員による現地確認状況写真を工事写真帳に添付すること。
　    ・　受入料金とは、運搬費を含まない処理料金のみとする。
      ・　仮置場を利用する場合の運搬距離の記載は、仮置場の確認届には現場から仮置場までの
　　　　距離、受入地の確認届には仮置場から受入地までの距離を記載する。
   　 ・　発注者の調査結果で不適当と判断された場合は再提出となるので、現地への搬入は決裁の
　　　　確認をしてから行うこととする。

上記の確認届の内容について調査したところ、以下のとおりです。

ｋｍｍ３

そ
の
他

地　権　者　氏　名 　住所：

地　　　　　　　目 　電話：

事
業
地

管理者 （社名　代表者等）

住所　・　連絡先

　私は上記工事の建設発生土　受入地・仮置場　について、公共建設発生土処理に係る特記仕様書記
載事項に基づき、適法であることを確認しました。

内　　　　　　　　　容

受入地等所在地（地番まで） 　　　

事
業
等
区
分

・土地区画整理事業　・砂利及び岩石採取事業　・土地改良事業
・開発行為（　　　　　　　　　　　）・農地転用　・農地一時転用
・その他（　　　　　　　　　　　　）　※該当するものに〇を付ける

許 可 指 令 番 号 等 事 業 期 間

契約工事名 処理方法 指定Ａ・確認

様式１

 確   認   届（受 入 地・仮 置 場）

厚　木　市　長

請負者 　氏　名

　住　所

責任者及び担当者

　連絡先



様式３

（備　考）

【補足事項】

・フローのうち該当する箇所（Yes又はNo）を「○」で囲んでください。

・本フローは確認結果票とともに記録・保存してください。

・結果区分が「①」の場合は、建設発生土ではなく汚染土としての取扱いとなります。

・結果区分が「②」の場合は、搬出にあたって各受入地が設定している受入条件に従ってください。

・STEP1は工事全体の手続確認であり、工区別の手続確認はSTEP2にて実施するため、工区によって手続確認結果が異なることがあります。
※1 土壌汚染対策法に関する政令10市（横浜・川崎・相模原・横須賀・平塚・藤沢・小田原・茅ヶ崎・厚木・大和）の区域指定状況については各市ＨＰを参照してください。

・詳細は「確認結果票作成に当たっての解説（土壌汚染対策法等の手続確認編）」を参照してください。
　https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001609955.xlsx

※2 神奈川県生活環境の保全に関する条例に関する権限移譲８市（相模原・横須賀・平塚・藤沢・小田原・茅ヶ崎・厚木・大和）の公表については、
　　　各市ＨＰを参照すること。それ以外は、県ＨＰを参照してください。

　　 横浜市・川崎市条例に関しては、各市ＨＰを参照してください。
　　　〈横浜市条例〉横浜市生活環境の保全等に関する条例
　　　〈川崎市条例〉川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

土壌汚染対策法等手続の確認フロー

結果
区分 確認結果

STEP２

敷地内の区域状況・搬出届出の確認

NO 工事敷地内に

要措置区域等が

存在するか？ ※１

YES

要措置区域等内で

形質変更を行うものか？

NO

YES

NO 要措置区域等内の

土壌の搬出を行うものか？

YES

NO法第16条の届出を

行っているか？

都道府県等の条例の確認※２

土対法結果区分

→②（対象外）
土対法結果区分

→①（届出済）

届出を

実施する

届出

完了後

条例に基づく独自の搬出規

制等があり、該当するか？

YES

NO

NO

届出を

実施する

条例結果区分

→②（対象外）
条例結果区分

→①（届出済）

届出

完了後

STEP１

工事着手前の届出・調査の確認

YES

以下のいずれかに該当するか？ ※１

（１）一定規模（原則3,000m2、（２）を除く工場等に

おける土地では900m2)以上の土地の形質変更

（２）工場等で土壌汚染の調査が猶予されている

土地における900m2以上の土地の形質変更

NO

YES

NO法第4条第1項または

法第3条第7項の届出済みか？

YES

届出の結果、土壌調査が

必要と判断されたか？

YES

NO調査の結果、基準に

適合したか？

届出を

実施する

基準不適合

範囲は区域

指定を受ける

都道府県等の条例の確認※２

NO
届出

完了後

条例に基づく独自の形質変更

要件、区域指定制度等があり、

該当するか？

YES

NO条例に基づく

届出を行っているか？

STEP１終了→STEP２へ

NO

届出を

実施する

届出

完了後

YES
YES

YES

条例に基づく

届出を行っているか？

STEP２終了

・土対法①→条例① 結果区分：①（届出済）

・土対法①→条例② 結果区分：①（届出済）

・土対法②→条例① 結果区分：①（届出済）

・土対法②→条例② 結果区分：②（搬出可能）



様式３

（備　考）

【補足事項】

・フローのうち該当する箇所（Yes又はNo）を「○」で囲んでください。

・本フローは確認結果票とともに記録・保存してください。

・結果区分が「①」の場合は、建設発生土ではなく汚染土としての取扱いとなります。

・結果区分が「②」の場合は、搬出にあたって各受入地が設定している受入条件に従ってください。

・STEP1は工事全体の手続確認であり、工区別の手続確認はSTEP2にて実施するため、工区によって手続確認結果が異なることがあります。
※1 土壌汚染対策法に関する政令10市（横浜・川崎・相模原・横須賀・平塚・藤沢・小田原・茅ヶ崎・厚木・大和）の区域指定状況については各市ＨＰを参照してください。

土壌汚染対策法等手続の確認フロー（●●工区）

結果
区分 確認結果

② 手続確認済（搬出可能）

・詳細は「確認結果票作成に当たっての解説（土壌汚染対策法等の手続確認編）」を参照してください。
　https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001609955.xlsx

※2 神奈川県生活環境の保全に関する条例に関する権限移譲８市（相模原・横須賀・平塚・藤沢・小田原・茅ヶ崎・厚木・大和）の公表については、
　　　各市ＨＰを参照すること。それ以外は、県ＨＰを参照してください。

　　 横浜市・川崎市条例に関しては、各市ＨＰを参照してください。
　　　〈横浜市条例〉横浜市生活環境の保全等に関する条例
　　　〈川崎市条例〉川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

STEP２

敷地内の区域状況・搬出届出の確認

NO 工事敷地内に

要措置区域等が

存在するか？ ※１

YES

要措置区域等内で

形質変更を行うものか？

NO

YES

NO 要措置区域等内の

土壌の搬出を行うものか？

YES

NO法第16条の届出を

行っているか？

都道府県等の条例の確認※２

土対法結果区分

→②（対象外）
土対法結果区分

→①（届出済）

届出を

実施する

届出

完了後

条例に基づく独自の搬出規

制等があり、該当するか？

YES

NO

NO

届出を

実施する

条例結果区分

→②（対象外）
条例結果区分

→①（届出済）

届出

完了後

STEP１

工事着手前の届出・調査の確認

YES

以下のいずれかに該当するか？ ※１

（１）一定規模（原則3,000m2、（２）を除く工場等に

おける土地では900m2)以上の土地の形質変更

（２）工場等で土壌汚染の調査が猶予されている

土地における900m2以上の土地の形質変更

NO

YES

NO法第4条第1項または

法第3条第7項の届出済みか？

YES

届出の結果、土壌調査が

必要と判断されたか？

YES

NO調査の結果、基準に

適合したか？

届出を

実施する

基準不適合

範囲は区域

指定を受ける

都道府県等の条例の確認※２

NO
届出

完了後

条例に基づく独自の形質変更

要件、区域指定制度等があり、

該当するか？

YES

NO条例に基づく

届出を行っているか？

STEP１終了→STEP２へ

NO

届出を

実施する

届出

完了後

YES
YES

YES

条例に基づく

届出を行っているか？

STEP２終了

・土対法①→条例① 結果区分：①（届出済）

・土対法①→条例② 結果区分：①（届出済）

・土対法②→条例① 結果区分：①（届出済）

・土対法②→条例② 結果区分：②（搬出可能）

監督員が記載

監督員が記載

監督員が記載



土砂の搬出に係わる土壌汚染対策法等の手続確認結果

建設発生土の搬出先確認結果

18

・受注者は、本票を監督員と確認し、作成すること。

14

15

16

17

11

12

13

8

9

10

5

6

7

2

3

4

注）　結果区分が①の場合には、建設発生土ではなく汚染土としての取扱いとなる

Ｎｏ 搬出先名称 確認結果 詳細

1

工　事　名

元請建設工事事業者等

作成・更新年月日

工区等
結果区

分 確認結果

様式４

再生資源利用促進計画の作成に伴う確認結果票



土砂の搬出に係わる土壌汚染対策法等の手続確認結果

建設発生土の搬出先確認結果

18

・受注者は、本票を監督員と確認し、作成すること。

12

17

13

16

14

15

10

11

8

9

6

7

4

5

2 ○○○道路改良工事 公共施設用地等
分類：道路
管理機関名：○○土木事務所

3

注）　結果区分が①の場合には、建設発生土ではなく汚染土としての取扱いとなる

Ｎｏ 搬出先名称 確認結果 詳細

1 ○○○受入地 他法令許可等
採石法第33条の採取計画認可
登録番号●●県00００００00号

工区等
結果区

分 確認結果

○○工区 ② 手続確認済（搬出可能）

工　事　名

元請建設工事事業者等

作成・更新年月日

様式４

再生資源利用促進計画の作成に伴う確認結果票

監督員が「建設発生土受入
地の許可一覧表」から転記

受注者が記載

確認フロー「様式３」の結果を監督

記入例

※記載例は盛土規制法の区域指定
が行われていない場合





（受領書記載例）

●年●月●日

（搬出元：受注者）

　●●●建設㈱

●●●殿 （受領先）

○○○受入地

責任者（※）○○○

土砂受領書

受領先の名称及び所在地 ： ○○○受入地

○県○市○町○番地○地内

受領した管理者の商号 ： ○○○建設㈱

搬出元の名称及び所在地 ： ●●●建設㈱

●●●建設工事（工事名）

●県●市●町●番地●地内

土砂の搬出量 ： 盛土利用等　第１種建設発生土●●●㎥（地山㎥）

搬入が完了した日 ： ●年●月●日

（受領書記載例）

●年●月●日

（搬出元：受注者）

　●●●建設㈱

●●●殿 （受領先）

○○○受入地

責任者（※）○○○

土砂受領書

受領先の名称及び所在地 ： ○○○受入地

○県○市○町○番地○地内

受領した管理者の商号 ： ○○○建設㈱

搬出元の名称及び所在地 ： ●●●建設㈱

●●●建設工事（工事名）

●県●市●町●番地●地内

土砂の搬出量 ： 一時堆積　第１種建設発生土●●●㎥（地山㎥）

搬入が完了した日 ： ●年●月●日

※ 「建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断基準とな
るべき事項を定める省令　第9条（管理体制の整備）」により定める工事現場における責任者
（監理技術者など）

参考様式

（例：受入地の場合）

（例：中継基地の場合）



（受領書記載例）

●年●月●日

（搬出元：受注者）

　●●●建設㈱

●●●殿 （受領先）

○○○受入地

責任者（※）○○○

土砂受領書

受領先の名称及び所在地 ： ○○○建設工事（工事名）

○県○市○町○番地○地内

受領した管理者の商号 ： ○○○建設㈱

搬出元の名称及び所在地 ： ●●●建設㈱

●●●建設工事（工事名）

●県●市●町●番地●地内

土砂の搬出量 ： 盛土利用等　第１種建設発生土●●●㎥（地山㎥）

搬入が完了した日 ： ●年●月●日

※ 「建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断基準とな
るべき事項を定める省令　第9条（管理体制の整備）」により定める工事現場における責任者
（監理技術者など）

参考様式

（例：工事間流用の場合）


